様式第３６

移転承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日　　　付

（分任）支出負担行為担当官
防衛装備庁○○○○　殿
　（○○○○　気付）

（受託者）住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名称及び
代表者名　　　　　　　　　　　印　　


　　平成　年　月　日付
平成○○年度安全保障技術研究推進制度「（委託業務題目）」

　上記の委託業務の成果に係る知的財産権について、委託契約書第２７条第２項に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．移転しようとする知的財産権
	知的財産権の種類（注1）
及び番号（注2）
	知的財産権の名称（注3）

	

	





２．移転先
住　　　所：
法人の名称：
代表者氏名：
    　担当部署名：
　　　連　絡　先：
　　　事業の概要：


３．承認を受ける理由（注4）




（記載要領）
（注１）特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権、育成者権、著作権のうち、該当するもの
（注２）設定登録番号、又は設定登録の出願、申請番号
（注３）⑴特許権、実用新案権又は意匠権については、発明の名称、考案の名称又は意匠に係る物品
 ⑵回路配置利用権については、回路配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類
　　 　 ⑶育成者権については、出願品種の属する農林水産植物の種類及び出願品種の名称
　　  　⑷著作権については、著作物の題号
（注４）承認を受ける理由を、以下の⑴、⑵いずれかの類型（複数可）に従って具体的に記載する。
⑴移転先（移転先から実施許諾を受ける者を含む。以下同じ。）が、輸入又は輸入品の販売を除く国内事業活動において当該知的財産権を利用するため。
○　国内事業活動の内容を、例えば以下のような観点を用いて具体的に説明する。
　　　　・国内における、当該知的財産権を用いた製品の製造、サービスの提供等の実績又は計画
　　　　・国内における、応用研究や製品化に向けた開発等の実績又は計画
　　　　・国内事業活動における、当該知的財産権に類する技術を用いた類似製品の製造・サービス提供の実績
　　○　なお、以下の場合は本類型に該当しない。
　　　　・国内事業活動の内容が、輸入又は輸出品の販売のみである場合
⑵移転先が、海外事業活動において当該知的財産権を利用し、その利益が我が国に還元される見込みであるため。
　　○　海外事業活動の内容を、例えば以下のような観点を用いて具体的に説明する。
　　　　・海外における、当該知的財産権を用いた製品の製造、サービスの提供等の実績又は計画
　　　　・海外における、応用研究や製品化に向けた開発等の実績又は計画
　　○　あわせて、当該知的財産権を利用することによる利益が我が国に還元される見込みを、例えば以下のような観点を用いて具体的に説明する。
　　　　・当該知的財産権の利用による実施料等の収益の見込み
　　　　　（なお、知的財産権の譲渡に伴う売却益は、権利自体の対価であって、移転先が当該知的財産権を利用することによる利益ではないため、その他の観点を用いて、当該知的財産権の利用による利益が我が国に還元される見込みを説明すること。）
　　○　なお、以下の場合は本類型には該当しない。
　　　　・当該知的財産権の海外事業活動での利用が、我が国への利益の還元につながる見込みがない場合
　　　　　　　　・移転先において当該知的財産権を利用する予定がない場合

（注５）以下の場合には、著作権の移転に際して国の承認を求めることを要しない。
　　　　⑴学術論文の論文集への掲載等に伴う、出版社等への著作権の移転
　　　　⑵学会講演に係る講演予稿の予稿集等への掲載に伴う、学会等への著作権の移転

[bookmark: _GoBack]（注６）移転先及び承認理由を受ける理由が同じ場合は、複数の移転する知的財産権を列挙すること、又は「別紙のとおり」として一覧に記載することも可。ただし、契約ごとに分けること。
